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阿
部
俊
子
文
部
科
学
大
臣
は
２
月
７
日
の
閣
議
後

会
見
で
、
第
２
１
７
回
通
常
国
会
に
提
出
す
る
法
案

２
本
を
閣
議
決
定
し
た
と
発
表
し
た
。

　

今
国
会
に
提
出
さ
れ
る
予
定
の
法
案
は
、
「
大
学

等
に
お
け
る
修
学
の
支
援
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
」
と
「
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校

等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
の
２
本
。

　

大
学
修
学
支
援
法
の
改
正
で
は
、
高
等
教
育
費
に

よ
り
理
想
の
子
供
数
を
持
て
な
い
状
況
を
払
拭
す
る

た
め
、
「
こ
ど
も
未
来
戦
略
」
（
２
０
２
３
年
12
月

閣
議
決
定
）
に
基
づ
き
、
25
年
度
か
ら
、
多
子
世
帯

の
学
生
等
に
つ
い
て
所
得
制
限
な
く
、
一
定
の
額
ま

で
大
学
等
の
授
業
料
・
入
学
金
を
無
償
と
す
る
。

　

高
等
教
育
費
の
負
担
は
多
く
の
子
育
て
世
帯
に
と

っ
て
重
い
課
題
だ
。
日
本
学
生
支
援
機
構
（
Ｊ
Ａ
Ｓ

Ｓ
Ｏ
）
の
学
生
生
活
調
査
に
よ
る
と
、
奨
学
金
を
受

給
し
て
い
る
大
学
生
の
割
合
は
５
割
を
超
え
て
い
る
。

　

ま
た
、
理
想
の
子
供
数
が
「
３
人
以
上
」
と
す
る

世
帯
の
場
合
、
理
想
の
数
を
あ
き
ら
め
る
理
由
と
し

て
、
「
子
育
て
・
教
育
費
」
を
挙
げ
る
割
合
が
顕
著

と
な
っ
て
い
る
。

　

文
科
省
は
２
０
２
０
年
４
月
よ
り
「
高
等
教
育
の

修
学
支
援
新
制
度
」
を
始
め
た
。
意
欲
あ
る
子
供
ら

の
進
学
を
支
援
す
る
た
め
、
授
業
料
・
入
学
金
の
免

除
ま
た
は
減
額
と
、
返
還
を
要
し
な
い
給
付
型
奨
学

金
の
支
給
を
行
っ
て
き
た
。

　

２
０
２
４
年
度
か
ら
支
援
を
拡
充
。
多
子
世
帯

　

文
科
省
、
今
国
会
に
法
案
２
本
提
出
へ

多
子
世
帯
の
高
等
教
育
費
無
償
化
と
教
職
調
整
額
引
上
げ

（
扶
養
す
る
子
供
が
３
人
以
上
い
る
世
帯
）
や
私
立

の
理
工
農
系
の
学
部
等
に
通
う
学
生
等
の
中
間
層
へ

の
支
援
を
拡
大
し
た
。
２
０
２
５
年
度
か
ら
は
多
子

世
帯
の
学
生
等
に
つ
い
て
、
従
来
の
「
年
収
６
０
０

万
円
以
下
」
と
い
う
所
得
制
限
を
な
く
し
、
大
学
等

の
授
業
料
・
入
学
金
を
無
償
と
す
る
。
文
科
省
の
推

計
に
よ
る
と
、
25
年
度
か
ら
新
た
に
41
万
人
が
支
援

対
象
と
な
る
。

学
業
要
件
見
直
し
も

出
席
率
６
割
以　
　

下
で
支
援
打
切
り

　

一
方
、
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
で
は
、
大

学
等
へ
の
進
学
後
、
学
生
の
十
分
な
学
修
状
況
を
見

極
め
る
観
点
か
ら
、
学
修
意
欲
と
と
も
に
、
学
修
成

果
に
つ
い
て
も
一
定
の
要
件
（
学
業
要
件
）
を
設
け

て
い
る
。
こ
の
学
業
要
件
に
つ
い
て
、
２
０
２
５
年

度
か
ら
新
た
な
学
業
要
件
が
適
用
さ
れ
る
。

　

出
席
率
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
「
５
割
以
下
」
で

廃
止
（
支
援
打
ち
切
り
）
だ
っ
た
の
を
、
25
年
度
か

ら
は
「
６
割
以
下
」
で
学
修
意
欲
が
著
し
く
低
い
状

況
だ
と
見
な
し
、
支
援
を
打
ち
切
る
。
修
得
単
位
数

に
つ
い
て
は
標
準
単
位
数
の
「
６
割
以
下
」
で
支
援

打
ち
切
り
と
し
た
。
な
お
、
２
０
２
４
年
度
以
前
か

ら
在
学
し
て
い
る
学
生
も
こ
の
要
件
が
適
用
さ
れ
る
。

◇

　

ま
た
、
給
特
法
の
改
正
案
で
は
、
学
校
教
育
の
質

の
向
上
に
向
け
、
教
師
に
優
れ
た
人
材
を
確
保
す
る

た
め
、
教
職
調
整
額
の
引
き
上
げ
や
学
校
に
お
け
る

働
き
方
改
革
の
推
進
な
ど
、
教
師
を
取
り
巻
く
環
境

整
備
を
行
う
。
公
立
学
校
の
教
員
に
は
、
残
業
代
を

支
払
わ
な
い
代
わ
り
に
「
教
職
調
整
額
」
（
基
本
給

の
４
％
）
が
上
乗
せ
さ
れ
て
給
与
が
支
払
わ
れ
て
い

る
。
教
職
調
整
額
に
つ
い
て
、
文
科
省
は
２
０
２
６

年
か
ら
毎
年
１
％
ず
つ
引
き
上
げ
て
、
２
０
３
１
年

に
10
％
と
し
た
い
考
え
だ
。

　

そ
の
ほ
か
、
教
育
委
員
会
に
対
す
る
業
務
量
管

理
・
健
康
確
保
措
置
実
施
計
画
の
策
定
お
よ
び
公
表

の
義
務
付
け
、
「
主
務
教
諭
」
の
新
設
な
ど
を
盛
り

込
ん
で
い
る
。

　

会
見
で
、
阿
部
文
科
大
臣
は
「
文
科
省
か
ら
提
出

す
る
２
本
の
法
律
案
に
関
す
る
野
党
の
賛
否
は
現
時

点
で
不
明
だ
が
、
高
等
教
育
費
の
負
担
軽
減
、
ま
た

こ
れ
を
推
進
す
る
と
い
う
方
向
性
、
ま
た
学
校
に
お

け
る
働
き
方
改
革
、
教
師
の
処
遇
改
善
を
行
う
必
要

性
に
つ
い
て
は
各
党
と
も
ご
賛
同
い
た
だ
い
て
い
る

も
の
と
考
え
て
い
る
。
し
っ

か
り
丁
寧
に
説
明
を
さ
せ
て

い
た
だ
き
、
法
律
案
の
成
立

に
向
け
理
解
い
た
だ
け
る
よ

う
、
全
力
を
尽
く
す
」
と
語

っ
た
。

阿部文科大臣


